Ⅰ　利　用　の　ま　え　に

１　調査の概要

　(1)　調査の目的
　　　2015 年農林業センサスは、平成27 年を調査年とする農林業構造統計（統計法（平成19 年法律第53号）第２条第４項に規定する基幹統計）を作成し、食料・農業・農村基本計画及び森林・林業基本計画に基づく諸施策並びに農林業に関する諸統計調査に必要な基礎資料を整備することを目的として実施した。
　(2)　調査の根拠

調査は、統計法、統計法施行令（平成20 年政令第334 号）、農林業センサス規則（昭和44 年農林省令第39 条）及び平成16 年５月20 日農林水産省告示第1071 号（農林業センサス規則第５条第１項の農林水産大臣が定める農林業経営体等を定める件）に基づいて行った。
　(3)　調査の種類

本調査は「農林業経営体調査」と「農山村地域調査」に大別され、本書は静岡市の「農林業経営体調査」について、その集計結果に基づき収録したものである。

　(4)　調査の期日

平成27年２月１日現在で実施した。

　(5)　調査の範囲

この調査の対象は、次の外形基準等の規定のいずれかに該当する世帯や組織（「農林業経営体」）である。
ア　経営耕地面積が30アール以上の規模の農業を営む世帯・組織
イ　農作物の作付面積又は栽培面積 ・家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数その他の事業の規模が次の農林業経営体の外形基準以上の規模の農業を営む世帯・組織
①　露地野菜作付面積15アール

②　施設野菜栽培面積350平方メートル

③　果樹栽培面積10アール

④　露地花き栽培面積10アール

⑤　施設花き栽培面積250平方メートル

⑥　搾乳牛飼養頭数１頭

⑦　肥育牛飼養頭数１頭
⑧　豚飼養頭数15頭

⑨　採卵鶏飼養羽数150羽

⑩　ブロイラー年間出荷羽数1,000羽

⑪　その他、調査期日前１年間における農業生産物の総販売額50万円に相当する事業の規
　模
ウ　農業サービス（農作業の受託や選果選別等）の事業を営む世帯・組織
エ　保有山林面積が３ヘクタール以上で、2010年を計画期間に含む森林施業計画を作成している世帯・組織
オ　保有山林面積が３ヘクタール以上で、調査期日前５年間に継続して林業作業（育林・伐採）

を行った世帯・組織
カ　委託を受けて行う育林（造林・保育）を行った世帯・組織
キ　委託を受けて又は立木を購入して、過去１年間に200立方メートル以上の素材生産を行った世帯・組織
　(6)　調査の方法

「農林業経営体調査票」により報告義務者の自計報告で実施した。
２　用語の定義
　　農林業経営体　　　　「農業経営体」及び「林業経営体」をいう。

農業経営体　　　　　１（5）の「調査の範囲」の調査対象のうち、ア～ウのいずれかに該当する事業を行う者をいう。

家族経営　　　　　　「農業経営体」のうち、世帯単位で事業を行なうもの（法人化しているものを含む）をいう。
林業経営体　　　　　１（5）の「調査の範囲」の調査対象のうち、エ～キのいずれかに該当する事業を行うものをいう。
 　農家　　　　　　　　 調査期日現在の経営耕地面積が10アール以上の農業を営む世帯、又は経営耕地面積が10アール未満であっても調査期日前１年間の農産物販売金額が15万円以上あった世帯（例外規定農家）をいう。
　　総農家　　　　　　　「販売農家」及び「自給的農家」を合わせていう。
販売農家　　　　　　経営耕地面積が30アール以上、又は農産物販売金額が50万円以上の農家をいう。

自給的農家　　　　　経営耕地面積が30アール未満、かつ農産物販売金額が50万円未満の農家をいう。

 　土地持ち非農家　　　農家以外で、耕地及び耕作放棄地を５アール以上所有している世帯をいう。
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林家　　　　　　　　調査期日現在の保有山林面積が１ヘクタール以上の世帯をいう。

農事組合法人　　　　農業協同組合法（昭和22年法律第132号）に基づき農業生産について協業を図ることにより、共同の利益を増進することを目的として設立された法人を いう。

会社　　　　　　　　以下に該当するものをいう。
株式会社　　　　　会社法（平成17年法律第86号）に基づき、株式会社の組織形態をとってい
るものをいう。なお、会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成17年法律第87号）に定める特例有限会社の組織形態をとっているものを含む。

合名・合資会社　　会社法（平成17年法律第86号）に基づき、合名会社又は合資会社の組織形
態をとっているものを言う。

合同会社　　　　　会社法（平成17年法律第86号）に基づき、合同会社の組織形態をとっているものをいう。

相互会社　　　　　保険業法（平成７年法律第105号）に基づき、加入者自身を構成員とし、お互いが構成員のために保険業務を行う団体をいう。

各種団体　　　　　　以下に該当するものをいう。

農協　　　　　　　農業協同組合法に基づき組織された組合で、農業協同組合、農業協同組合の連合組織（経済連等）が該当する。

森林組合　　　　　森林組合法（昭和53年法律第36号）に基づき組織された組合で、森林組合、生産森林組合、森林組合連合会が該当する。

その他の各種　　　農業災害補償法（昭和22年法律第185号）に基づき組織された農業共済組
団体　　　　　　合や農業関係団体、または森林組合以外の組合、愛林組合、林業研究グルー
プ等の団体が該当する。林業公社（第３セクター）もここに含める。

その他の法人　　　　農事組合法人、会社及び各種団体以外の法人で、特例民法法人、一般社団法人、一般財団法人、宗教法人、医療法人などが該当する。

地方公共団体・　　　地方公共団体とは、都道府県、市区町村が該当する。

財産区　　　　　　財産区とは、地方自治法（昭和22年法律第67号）に基づき、市区町村の一部を財産として所有するために設けられた特別区をいう。

単一経営経営体　　　農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が８割以上の経営体をいう。

　準単一経営経営体　　農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が６割以上８割未満の経営体をいう。

　　複合経営経営体　　　農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が６割未満の経営体をいう。

　経営耕地　　　　　　農林業経営体が経営する耕地（田・畑及び樹園地）をいい、経営体が所有し耕作している耕地（自作地）と他から借りて耕作している耕地（借入耕地）をいう。

　　　　　　　　　　　経営耕地＝所有耕地－貸付耕地－耕作放棄地＋借入耕地

　借入耕地　　　　　　所有している耕地以外で、他から耕作を目的に借り入れている耕地をいう。

貸付耕地　　　　　　所有している耕地のうち、他に貸し付けている耕地をいう。

耕作放棄地　　　　　所有している耕地のうち、過去１年以上作付けせず、この数年の間に再び作付けする考えのない耕地をいう。
転作のため休耕している耕地で、今後作付けする考えのある耕地は含まない。
主業農家　　　　　　農業所得が主（農家所得の50％以上が農業所得）で、１年間に６０日以上自営農業に従事している65歳未満の世帯員がいる農家をいう。

準主業農家　　　　　農外所得が主（農家所得の50％未満が農業所得）で、１年間に６０日以上自営農業に従事している65歳未満の世帯員がいる農家をいう。

副業的農家　　　　　１年間に60日以上自営農業に従事している65歳未満の世帯員がいない農家（主業農家及び準主業農家以外の農家）をいう。

　専業農家　　　　　　世帯員の中に兼業従事者（調査期日前１年間に30日以上雇用兼業に従事した者、又は調査期日前１年間に販売金額が15万円以上ある自営兼業に従事した者）が１人もいない農家をいう。

兼業農家　　　　　　世帯員の中に兼業従事者が１人以上いる農家をいう。

第１種兼業農家　　　農業所得を主とする兼業農家をいう。

第２種兼業農家　　　農業所得を従とする兼業農家をいう。

農業従事者　　　　　満15歳以上の世帯員のうち、調査期日前１年間に農業に従事した者をいう。

農業就業人口　　　　調査期日前１年間に「自営農業のみに従事した世帯員」及び「農業と他の仕事の両方に従事し、自営農業の従事日数が多かった世帯員」のことをいう。

基幹的農業従事者　　主として農業に従事した世帯員（農業就業人口）のうち、調査期日前１年間のふだんの主な状態が「仕事に従事していた者」のことをいう。

３　統計表等に用いた記号の用法

　(1) 〔－〕……該当数字のないもの。
　　　〔０〕……単位に満たないもの。
　　　〔△〕……負数であることを示す。統計数値の前に付す。

　　　〔…〕……不　詳

　　　〔ｘ〕……該当する調査客体数が１又は２である場合で、内訳数値を秘匿する必要があるも

の。

なお、調査客体数が３以上であっても、その数値から秘匿した数値が判明する箇
　　　　　　　所は〔ｘ〕で示した。

(2) 単位未満及び百分率等は四捨五入で計算してある。

４　２０１５年農林業センサスにおける前回調査との変更点
我が国農林業・農山村を取り巻く情勢の変化及び農林業施策の動向に対応するとともに、個人情報保護意識の高まりなど調査環境の変化を踏まえ、円滑かつ効率的に実施するために、調査方法の改善及び調査項目等の見直しを行った。主な変更点は、次のとおりである。
【農林業経営体調査】
１ 実査期間の拡大について
冬季における調査員の安全確保を図るため、従来の実査期間を１ヶ月前倒しして、平成26年12月中旬から平成27年２月末日までに変更した。
２ 調査方法の見直し
調査客体の利便性の向上及び調査の効率化を図るため、一部の地域においてオンラインによる報告を導入した。
３ 調査項目の新設・追加
(1) 今後の生産構造の大幅な変化を見据え、工芸農作物、野菜類及び果樹類の品目別の作付面積を新たに把握した。
(2) 農業と異業種との連携の実態を詳細に把握するため、異業種からの資本金・出資金の提供に係る調査項目を拡充した。
(3) 母集団情報整備の観点から、農業生産関連事業の売上金額規模と事業ごとの割合を新たに把握した。
(4) 人材の育成・確保等に関する施策の検討に必要なことから、常雇いの年齢別人数を新たに把握した。
(5) 農村を支える女性の農業経営への参画の実態を把握するため、経営方針の決定への参画状況を新たに把握した。
(6) 効率的かつ安定的な林業経営の育成に向けた施業の集約化の実態を把握するため、林業経営の受委託面積を新たに把握した。
４ 調査項目の廃止
2010年世界農林業センサスまでは、親と子など１つの世帯の中に収支を独立した複数の経営がある場合、それぞれを独立した経営体として別々の調査票により把握していたが、調査客体の記入負担の軽減を図る観点から、１世帯で複数経営を行っている場合であっても、当該世帯で１つの調査票に記入するよう変更するとともに、１世帯複数経営に関する調査項目を廃止した。
５　利用上の注意
(1)　統計数値については、単位ごとに四捨五入しており、合計と内訳の計が一致しないことがあ
る。また、構成比についても、積上げが100％にならない場合がある。
(2)　この調査は農林業経営体の所在地における調査のため、集計数値には静岡市内の農林業経営

体が静岡市外に保有する経営耕地、林野、飼養する家畜等を含む反面、静岡市外の農林業経営

体が静岡市内に保有する経営耕地、林野、飼養する家畜等は含まれない。
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